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はじめに
　平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震
は、東北地方を中心に未曾有の被害をもたらした。同年
９月の台風 12 号では、記録的な大雨による山崩れ・がけ
崩れ、河川の氾濫で和歌山、奈良、三重の３県で大きな
被害が発生した。９月 21 日に静岡県浜松市付近に上陸
し、関東地方を縦断した台風 15 号も、東海地方をはじ
め、広域にわたって大きな被害をもたらすなど、平成
23 年は大きな災害が頻発した年であった。さらに、平成
24 年７月には九州北部豪雨が発生している。また、南海
トラフの巨大地震や首都直下型地震などの発生も危惧さ
れるなど、わが国は災害リスクの高い国である。自然の
営みに逆らい、その驚異から逃れることはできないが、
災害による被害を最小限に抑えるため、過去の災害にお
ける様々な課題や教訓を踏まえ、自助・共助・公助の理
念の下、市民、事業者、行政など様々な主体が連携し、
共働 2 による取組を進めていく必要がある。
過去の災害
　愛知県を襲った主な地震災害としては、濃尾地震（明治
24年10月28日，M8.0）、東南海地震（昭和19年12月７日，
M7.9）、三河地震（昭和20年１月13日，M6.8）があり、
表１のような大きな被害が発生している。
　また、風水害としては、伊勢湾台風（昭和 34 年９月
26日）、昭和47年７月豪雨（昭和47年７月９日~13日）、
東海豪雨（平成12年９月11日~12日）、平成20年８月末
豪雨（平成20年８月28日~30日）などがある（表２）。
　災害対策基本法制定の契機となった伊勢湾台風は、名
古屋で最低気圧 958.5hpa、最大瞬間風速 45.7m、総雨量
165.7mmを観測するなど、高潮、暴風、大雨により死
者・行方不明者 5,098 人（うち愛知県 3,260 人）という
台風としては最大の被害をもたらした。
　昭和 47 年７月豪雨は、７月３日から 13 日にかけての
大雨で西日本から北日本の広い範囲で、河川の氾濫や山
崩れ・がけ崩れなどが発生し、400 人を超える死者・行
方不明者を出す大きな災害となった。豊田市において
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も、７月９日から 13 日にかけて、総雨量が多いところ
で 458mm（猿投）に達し、旧小原村の 32 人をはじめ豊
田市で死者・行方不明者 67 人の犠牲者が出ている。
　平成 12 年の東海豪雨（写真１，２）では、９月 11 日
から 12 日の総雨量が名古屋で 566.5mmにも上り、大雨
による河川の氾濫、堤防の決壊、山崩れ・がけ崩れ等
により、死者 7人、床上浸水 22,077 棟、床下浸水
40,401 棟など、愛知県内の広い範囲で被害が発生した。
豊田市においても、最大総雨量 493.5mm（駒場町）、時
間最大雨量 91mm（大畑町）を観測し、死者１人、住宅
の全壊４棟、半壊 12 棟、床上浸水 246 棟、床下浸水
493 棟などの被害が出ている。
　平成 20 年８月末豪雨では、豊田市に隣接する岡崎市
で時間雨量 146.5mmの猛烈な雨を観測、県内各地で従
来の観測値を更新する記録的な大雨となり、死者２人、
床上浸水、2,477 棟、床下浸水 14,108 棟など大きな被害
が発生した。
　近年、１時間に 50mm以上の「非常に激しい雨」や、
80mm以上の「猛烈な雨」の発生回数も増加しており、
ゲリラ豪雨と呼ばれる狭い地域に集中して降る短時間
強雨も全国各地で頻発している。防災対策の推進や気
象予報に関する技術革新、精度向上などにより、大雨に
よる人的被害は、伊勢湾台風や昭和 47 年７月豪雨災害
の頃と比べて大幅に減少しているが、都市化の影響に
よる内水氾濫など、災害の状況は変化してきている。
今後、発生が危惧される東海・東南海・南海地震
　豊田市に被害を及ぼすと考えられる地震は、海溝型
地震では、東海地震、東南海地震及び東海地震、東南海地
震、南海地震の連動などである。また内陸型地震では、
市北西部に存在する猿投－境川断層及び猿投山北断層
による地震が想定される。政府の地震調査委員会によ
れば、東海地震が今後30年以内に発生する確率は88%
で、いつ起きてもおかしくない状況にある。
　愛知県防災会議地震部会は、東海地震・東南海地震
等の被害予測調査を実施しており、東海地震、東南海
地震連動の場合、地震の規模はモーメントマグニチュ
ード 8.27 で、豊田市南西部の高岡地区及び上郷地区を
中心に市面積のおよそ１割の地域で震度６弱以上、特
写真 1　越戸ダム付近（東海豪雨）
3 昭和 34 年当時の豊田市
4 昭和 47 年当時の豊田市、藤岡村、小原村、足助町、旭町の合計
5 平成 12 年当時の豊田市、藤岡町、小原村、足助町、下山村、旭町、稲武町の合計
写真 2　矢作川・久澄橋付近（東海豪雨）
表 2　風水害による被害
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に高岡地区の一部では、震度６強と予測され、主な被害
予測は表３のとおりである。
　平成 24 年８月、内閣府の南海トラフの巨大地震モデ
ル検討会は、最新の科学的知見に基づき、最大クラス
（モーメントマグニチュード 9.1）の地震・津波を想定し、
震度分布、津波高の推計結果をとりまとめた。この推計
では、震源域は従来の想定よりも北側に広がり、震度に
ついても豊田市も含め、これまでの予測より広い範囲で
震度６弱以上の強い揺れが想定されている。
　また、愛知県では、東海地震、東南海地震、南海地震
の３連動を想定した被害予測調査が進められており、平
成 25 年度に調査結果がとりまとめられることになって
いる。
豊田市の防災対策（災害対策の主な取組）
　豊田市の主な地震対策としては、平成 14 年４月、「東海
地震防災対策強化地域」に指定されたことを受け、「地震
対策アクションプラン」を策定し、切迫性の高い地震に
対する効果的で効率的な被害の軽減、地震災害に強い
まちづくりを目指して取組を進めてきた。対策推進の
基本方針として、
 
 １防災意識の普及・啓発の推進
 ２情報収集・伝達体制の強化
 ３耐震化対策の推進
 ４災害応急対策の充実
 ５災害時要援護者対策及びボランティア支援体制の確立
 ６関係機関及び民間事業所等との連携強化
 ７被害調査体制の整備
 ８公共施設における防災応急体制の確立
 ９復旧・復興体制の整備
 10 職員教育及び防災訓練の充実
 
の 10 項目を掲げ、平成 15 年度～平成 17 年度の３か年
で 132 事業（事業費 52 億 7 千万円）を実施してきた。
　さらに、平成 17 年の市町村合併により、合併後の全
市域が「東海地震防災対策強化地域」に指定されたこ
と、東南海・南海地域防災対策推進地域に指定されたこ
とを踏まえ、「新地震対策アクションプラン」を策定し、
地震対策アクションプランと同様の基本方針の下、平成
18 年度～平成 20 年度の３か年で 99 事業（事業費 102
億５千万円）を実施し、アクションプラン終了後の平成
21 年度以降も、地震災害に強いまちづくりを目指した
取組を進めている。
　また、東海豪雨以降、ハザードマップの作成・配布、
想定浸水深を示した洪水標識の設置など市民への意識啓
発や、防災行政無線の整備、緊急情報一斉FAXの整
備、「緊急メールとよた」での気象情報等の配信、緊急
速報メールの導入、雨量情報ネットワークシステムの整
（愛知県東海地震・東南海地震等被害予測調査報告書　平成 15 年 3 月）
表 3　豊田市における東海・東南海地震連動の予測結果の概要
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備など情報収集・伝達機能の強化を図るとともに、一級
河川安永川都市基盤河川改修事業、中部ポンプ場の機能
強化、越戸ポンプ場の新設、こまどり公園雨水調整池の
整備を進めるなどハード、ソフト両面での取組を進めて
いる。
東日本大震災関連の対応
　東日本大震災関連の豊田市の対応としては、被災地支
援、被災者支援に加え、震災による豊田市への影響につ
いて、各部局が連携し、迅速かつ効果的な対策を実施す
るため、震災対策会議を立ち上げた。被災地への支援
としては、救援物資の提供、職員派遣、義援金の募集
などを行うとともに、豊田市へ避難された被災者に対す
る支援も実施している。
　救援物資の提供としては、中核市相互応援協定に基づく
福島県いわき市、郡山市への物資の提供などを実施すると
ともに、市民から提供された支援物資を受け付け、愛知
県のとりまとめにより宮城県へ搬送した（表４, 表５）。 
　被災地への職員派遣としては、発災直後からの緊急消
防援助隊や応急給水活動隊、保健師等の派遣、復旧・復
興に向けた中・長期の派遣などを実施している（表６）。
　これまでに被災地支援のため派遣した職員からは、地
域防災力の重要性、情報収集・情報伝達の重要性、災害
対策本部機能の強化の重要性など、数多く教訓を得たと
聞いている。その具体的な例として、「初動体制の大切
さと、被災地の時間的経過に伴う変化に臨機応変に対応
する調整力が必要」、「避難者への確実な情報提供と支援
者への正確な情報提供が必要」、「応援を受け入れる側に
も、受入体制の整備が必要」、「職員の被災による災害対
策本部機能の麻痺」、「避難所での早期の自発的な自治組
織の設立、そのための市職員によるサポートが必要」、
「日常から近隣同士や世代を超えた交流が必要」、「市民
一人ひとりが災害に対する危機管理意識を高めることが
必要」など、支援活動を通して感じ、学んだと報告を受
けている。
日本大震災を踏まえた防災対策の見直し
　東日本大震災は、これまでの想定を超える被害を各地
にもたらし、被災による行政機能の著しい低下、支援物
資の輸送と受入、通信手段の途絶、大規模停電等ライフ
ラインの障害、避難場所生活の長期化、ハード対策の限
界など様々な課題が浮き彫りになるとともに、自治体間
の連携支援、自分の身は自分で守る（自助）、地域住民
がお互いに助け合う（共助）の重要性などが指摘されて
いる。こうしたことを踏まえ、地域防災計画を始め、豊
田市の防災対策について抜本的な見直しを進めていくこ
ととしている。愛知県では東海地震、東南海地震、南海
地震の３連動を想定した被害予測の見直しが行われてお
り、平成 25 年度には結果が公表される見込みであるが、
被災地へ派遣した職員の体験などを参考とし、豊田市独
表 5　市民からの支援物資の受付
表 4　救援物資提供
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自に見直すことのできるものから早急に実施していく。
見直しを進める中で、被害想定等新たな知見、課題が判
明した場合には随時、追加して見直しを進めていくこと
としている（図１）。
　地域防災計画では、救援物資受入場所の選定、指定避
難場所防災用倉庫の備蓄物資の増強、災害対策本部体制
の見直し、新たな協定の締結など、見直しを進めている。
　災害対策本部体制の見直しでは、休日又は勤務時間外
における災害発生時に早期に災害対策本部を立ち上げる
ため、市役所近隣に居住する職員を本部要員として新た
に配置するなど、初動体制の強化を図った。引き続き、
市単独で可能な項目の見直しを進め、新たな被害予測及
び防災基本計画、愛知県地域防災計画の見直しを踏ま
え、抜本的な修正を行っていく。
　また、大規模災害における行政機能の低下を最小限に
抑え、迅速かつ的確な応急対策を講じるとともに、優先
すべき行政機能を確保する必要があり、平成 23 年度か
ら進めてきた業務継続計画を策定した。計画策定にあた
っては、大規模災害時にあっても優先して実施すべき業
務（非常時優先業務）の選定、人、モノ、庁舎、ライフ
ライン等必要な資源の確保と配分、業務継続のための課
題と対応、業務継続体制の向上などについて検討を行っ
た。業務継続計画の実行性を高めるためには、職員一人
ひとりが業務継続の重要性や自らが果すべき役割を認識
するなど、継続的に業務継続体制を向上させることが重
要であり、状況の変化等を踏まえた計画の見直しが必要
であることから、職員への周知、訓練による対応能力向
上を図るとともに、計画の点検、見直しを定期的かつ継
続的に行っていく。
　しかし、大規模災害時には、行政の取組だけでは限界
があり、自助・共助・公助の理念の下、市民、事業者、
行政等が連携・共働していくことが必要不可欠である。
それぞれの基本的な役割を定め、効果的な防災対策、地
域防災力の向上を図ることを念頭に、（仮）豊田市防災
基本条例制定に向けた取組を進めている。条例制定の意
義、効果としては、「議会で審議するという過程を経て
制定され、法的根拠を有する」、「長期的な政策の継続、
組織・予算編成などの根拠となる」、「条例制定の過程で、
市民参加により条例案を議論することにより市民の関心
も高まる」、「目標や理念が明確化され、市民や企業など
が自らの役割を認識し、主体的に取り組む機運が醸成さ
れる」などがあげられる。特に、条例制定の過程が重要
であり、幅広い市民参画により議論することにより、市
民、事業者、行政等の役割を明確にすることで、市民一
表 6　職員派遣実績（平成 24 年 9 月 30 日現在）
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人ひとりの防災意識、それぞれの責務に対する認識を高
め、条例の実行性を高めていく必要がある。また、条例
の制定がゴールではなく、制定した条例に基づき、継続
的に施策を推進していきたい。
おわりに
　東日本大震災では、行政機能の維持・回復、自分の身
は自分で守る（自助）、地域住民がお互いに助け合う
（共助）の重要性を再認識させられた。東海地震はいつ
発生してもおかしくない状況にあり、また、全国各地で
集中豪雨が毎年発生するなど、大規模災害の発生が危惧
されている。こうしたことを踏まえた行政の取組はもち
ろんのこと、市民一人ひとりが自らの問題として認識
し、自発的に行動する意識を醸成するとともに、市民、
事業者、行政等による連携・共働した防災対策の取組の
重要性について理解促進を図り、主体的な行動につなげ
ていく必要がある。今年度も、愛知県・豊田市総合防災
訓練や中学校区単位で実施している市民防災総合演習、
防災マップ共働作成支援事業、自主防災会リーダー養成
講座など様々な取組を進めている。市民、自主防災会等
の意識の高まりを踏まえ、啓発活動の一層の充実に努
め、自助・共助・公助による地域防災力の向上、災害に
強いまちづくりをめざした取組を進めていく。
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